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論 文 要 旨

戦後日本における産業界の高等教育要求は、大学教育・高等教育政策形成の大きな動因となって

いる。中でも、戦後 年以上「継続的」に、かつ「多数」出されてきた 「教育についての直接的50 、

な要求」がなされているものとして、経済団体による提言がある。経済団体が現在までに出し続け

てきた教育に関する提言は、全国規模の主要団体のものを中心に数えてみると 近くも発表され200
ており、直接・間接的に教育政策や教育機関に働きかけ、少なからぬ影響を与えてきた。しかしな

がら、その変化の戦後半世紀を通しての網羅的分析は、充分にはおこなわれてきたとは言えない。

本研究では、(日本)経団連・日経連・経済同友会などの主要経済団体から出された教育関連提言

・人材養成に関する提言を主な研究対象として、それらを悉皆収集し、その高等教育に関する要求

を史的実証的かつ網羅的に検証し、産業界や社会にとっての 「大学卒業者の大卒であることの意、

味 「大学における教育の意味」や「大学という教育機関の存在意義」について検証することを目」

指した。その際とくに大学卒業者である「個人」に対する産業界の要求を中心に史的に分析した。

その分析を通して 「産業社会において、個人がどのような力を身につけていることが求められ、、

その様な能力を身につけるためのどの部分にどのように大学教育が関わっていけるのか」という問

題について考えることが、本研究の主たる目的である。大学が個人の能力育成・教育にどのように

関わっていけるのか、担っていくべきなのかという点を、大学自らが考え、自ら提示していくため

にも、産業界・社会のニーズを実証的に明らかにすることが重要であると考えた。

そのために本稿では、大学教育修了者の能力および大学の教育内容・教育機関としての価値とい

う観点を中心に、以下の つの分析枠組みを設定した。3
1 1 2 2 4まず、第 の分析枠組みは、( )求める能力要件変化についてであり、第 の分析枠組みは、( )

つの能力側面について、第 の分析枠組みは、( )大学(学士課程)教育の必要性についてである。3 3
このうちの第 の分析枠組みにおける「 つの能力側面」とは、すなわち、以下の通りである。2 4
[ 「教養(概念 」および「教養教育」 （第 章）1 2］ ）

[ 「能力」と「能力観」 （第 章）2 3］

[ 「個性化・多様化」および「個」の概念（第 章）3 4］

[ 「創造性」および「創造的人材」 （第 章）4 5］

個人の能力・人材など「教育のアウトプット」に関する側面を分析側面として設定したのは、経

済界の視点という大学教育の「外からの視点」を通してみる際に、彼らが明らかに見えているもの

とは、そうした「アウトプット」部分であり、彼らの要求もそこに圧倒的に重点がおかれているか

らである。

大学(とくに学士課程段階)の教育は、本当に産業界から期待されてこなかったのか。大学は 「学、

部等の専攻に関わる専門の学芸」のみならず 「幅広く深い教養および総合的な判断力」や「豊か、

」 『 』 。 、な人間性 を育成する機関として 大学設置基準 に定められている 上記 能力側面はいずれも4
この「専門の学芸」以外の部分に深くかかわるものである 「各種能力の育成が、どのように大学。

教育に求められているのか 、とくに近年「なぜ、大学教育に強く求められているのか」を分析し、」

産業界が大学の専門知識スキル教育以外の教育に期待している理由を考察した。
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具体的には、 能力側面についての各章における分析の視点は、以下の通りであった。4
1990①提言を見ると、経済団体は、教養教育に関する要求を戦後を通して発表し続けているが、

年代以降とくにその要求が変化し、 年以降は要求がより一層強まっている。それはなぜ1995
か。産業界が 「教養」のような、一見、生産力に結びつかないような能力を、要求している、

のはなぜか。＜２章＞

②産業界が語っている(求めている)「能力」とは何か。産業界の求める能力と大学が育成しよう

としている能力には、ズレがあるのか、一致しているのか。また、その要因は何か。＜３章＞

「 」「 」 。 、 「 」③ 年前後を境に 個性 多様性 の本質が変化を見せる また 年代末頃から 個1980 1980
。 、に関する新しい概念が含まれた要求も見られるようになる それらの変化はどのようなもので

なぜ起こったのか。＜４章＞

④ 創造性 についての要求は 年代以降現在に至るまで頻繁に産業界提言で見られる 創「 」 、 。「1980
造性」が重視されるようになった理由は何なのだろうか。また、それらはどのような要求な

のか。＜５章＞

、 、 、本稿全体の構成を概観すると 第 章では 改革要求の背景と特徴を概観し時代区分をおこない1
第 章から第 章では、上記[ ]～[ ]それぞれの能力側面毎に時系列に、縦割りの分析を加えた。2 5 1 4
そして終章第 節では、それら つの縦割りの能力側面分析の結果を統合した、各時代毎の横割り1 4
の分析をおこなった。これは、すなわち第 の分析枠組みである「求める能力要件の時代毎の特徴1
変化、および提言要求の要因」についての分析にあたる。終章の第 節では、 能力側面に関する2 4
分析の視点に対する結論・考察を加え、以上の結果をもとに、終章の第 節で、第 の枠組みへの3 3
分析・考察をおこなった。このほか、第 章への補論として、戦後日本への一般教育導入と米国型2
リベラル教育の輪郭についての補論 を、また、 年代以降活発化する産学連携の振興と求めら1 1990
れる人材・能力についての補論 を付した。2

本稿第 章の時期区分と、第 章から第 章本文における個別側面分析結果を踏まえ、それらを1 2 5
総合的に捉え直して、大きな特徴変化によって再区分すれば、以下の 期に括ることができた。4
各期の特徴は

( ) 量的要求中心・専門教育重視 （第Ⅰ期： 年代から 年代後半）1 1950 1960
( ) 質的要求への変化・一元的多様化要求中心 (第Ⅱ期： 年代末から 年代後半）2 1960 1970
( ) 創造性の出現と多元的多様化要求への変化 （第Ⅲ～Ⅴ期： 年末から 年代前半）3 1970 1990
( ) 提言内容の頻繁化、多様化、詳細化、具体化、積極化と変質4

─“新しい教養”など「教養」の実力化要求・多層な創造性の重視等

（ ）第Ⅵ期： 年代後半以降 年 月現在1990 2005 6
である。

さまざまな要素が混在しながら求められている産業界の能力要求において、大学教育修了者に対

して 「どのような能力・資質が必要とされているのか 「どのように変化したのか 、それは「な、 」、 」

ぜなのか」という点を中心に分析した。その際とくに、説明要因として、以下の つの説明要因─5
「国際的社会変化 「企業をめぐる経済・産業状況変化 「大学教育状況変化 「企業内環境・企業」、 」 」

組織変化 「企業内教育変化」─に注目することとした。各期の能力要求の特色と基底要因は以下」、

の通りである。
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(1) 量的要求中心・専門教育重視（第Ⅰ期：1950年代～1960年代後半）

【 】 、主な特色 ①中堅技術者・大卒理工系人材の量的確保と②そのための教育システム要求中心

③専門教育重視

【基底要因】①急激な工業化・高度経済成長にともなう日本の経済規模の拡大、②新制の大学

2教育制度システムへの産業界の不満 ③工業化時代のなか 主要産業・業種が第、 、

次産業に集中しており求められる人材像が比較的定型であったことなど

(2) 質的要求への変化・一元的多様化要求中心 (第Ⅱ期：1960年代末～1970年代後半）

【主な特色】①質的要求への転換、②(大学システムの質的改革要求優先による)教養要求の低

迷、③学力という一元的物差し・尺度における大卒者のバラツキ・格差・低下の

問題視と大学教育全般への強い批判およびあきらめ(企業内教育という解決策)、

④創造性の必要性意識の低調性、⑤「能力主義管理」概念の導入と低成長期の日

本的雇用体制を支える能力観の確立

※「学力」のバラツキや低下への問題意識を中心として教育の質的改善を要求す

るという質的要求への転換が見え始めた時期

【基底要因】①進学率の上昇による大学の急激な大衆化、②全国に広がった大学紛争、③高度

成長期から低成長・安定成長期への移行にともなう質の重視という時代の価値観

変化、④企業における大卒者雇用の増大、⑤（国際社会の中で日本はフロントラ

ンナーとなりつつあったが）経営者の意識の中心がまだ国内問題にあったこと、

⑥その他製造業・第 次産業の増加という産業構造変化の兆候3

(3) 創造性要求出現と多元的多様化要求への変化（第Ⅲ～Ⅴ期：1980年前後～1990年代前半）

【主な特色】①創造性重視要求の出現と多元的的多様化・個性化要求への変化、

②「新しい個」概念の導入による「個」の能力育成への意識の高まり、

③教養の重視と要求内容の変化─広義の教養要素全般への要求活発化─

※それまでの「学力」という一元的モノサシ上の多様化ではなく、本来個々人が

持つ多様な能力とその可能性という多元的多様化・個性化を求め始めた時期

※｢創造性｣･｢個性｣･｢教養｣の重視やその内容変化など、現在に続く産業界要求の

基調が見え始める一大転換期

【基底要因】＜創造性重視の要因＞

①日本経済の成功に伴う世界における追いつけ追い越せ型からの脱却と｢海図な

き航海｣時代到来の認識、②国際社会への進出に伴う国際摩擦と日本への国際的

批判・バッシング、③経営者達の未来への使命感・危機感─国際化社会の中で

として邁進し続け、世界に貢献し世界を牽引する競争力を持ち続けるこ"No.1"
とを目指す─、

＜｢個｣･｢個性｣・ 教養｣重視の要因＞「

①グローバル社会の到来による｢個｣の｢社会｣における位置づけ変化─グローバ

ル化という新しい世界・社会を切り開き世界でのリーダーシップを発揮するた

めの重要な担い手としての｢個人｣への意識・｢個｣の重要性の高まり─、②産業

構造の変化・業種の多様化

(4) 提言内容の強まり（頻繁化、多様化、詳細化、具体化、積極化）と変質
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─“新しい教養”など「教養」の実力化要求・多層な創造性の重視等 （第Ⅵ期：1990年代半ば～現在）

【主な特色】①能力側面全体での要求の強まり─頻繁化･多彩化･多様化･具体化･積極化、

②教養に関する要求内容の発展・変質と大卒時点での教養の実力化─自発的知的

拡張性や基本的リテラシー・コミュニケーション能力など広義の教養(専門分野

を特定せず汎用性が高くその後の行動力・実行力・創造力の基礎となる専門的

知識スキルに対置する概念として広義の教養に分類)の重視と大卒時点で実力と

して養っておくことへの強い要求

③創造性や｢個｣｢個性｣に関する要求内容の発展と変質─個人の創造性、創造的科

学技術、新事業・新産業創造、イノベーション(革新)という各側面など多層・

多様な創造性要求の展開や、｢個｣相互や｢個｣と組織の生み出すイノベーション

の相互連鎖など新しい｢個｣の関係性やそれに伴う新しい組織観と｢個｣への期待

④創造性と教養をめぐる新たな連関性─創造性・教養・個性という要素が互いに

関連しあってその需要性を増している

【基底要因】①不況の長期化および本格化による産業界の体力低下(日本特有の要因)、②グロ

ーバル社会化(国境を越え個人や企業がスピーディーな競争社会に放出される変

化)の急速進行と企業の｢生き残り｣のための鍵としての個人とその能力育成への

関心の強化、③知識基盤社会化・知識経済化の急速進展にともなう企業経営・

企業組織における主体的個人と創造性の重要性増大─知識の急速な変化への対

応と新しい知識創造の側面

変化の時代の成果に結びつく「行動力 、そしてその「行動力」を生み出すための「主体性」や」

自ら問題を発見し・探求し・解決する力─すなわち本稿で自発的知的拡張性・ 新しい教養”と定“

義づけた各種の力─などが、現在、強く求められ、その育成が大学において期待されているという

ことが明らかとなった。換言すれば 「行動するための基礎力」としての「自ら考える力」＝「教、

養」の育成が、強く求められていることを意味する。

1990そして このような 行動力 につながるその基礎としての 教養 という要求が 第Ⅵ期─、 「 」 「 」 、

、 、 、 、年代後半以降─に 頻繁に強く投げかけられているということは つまり 大学学部段階修了時に

まさに、この「自ら考える力 ・ 教養」を「実力」としてもっていることが、従来以上に、求めら」「

。 、 「 」「 」れているということなのである これはすなわち 大学の学士課程教育で 自ら考える力 ・ 教養

を身に付けさせることが、産業界から従来になく強く求められていることを表しているのである。

第 章の能力定義の項でも見たとおり、一般的に「実力」が顕在化しやすいのは、(専門)知識や3
スキルなどである。一方、この「自ら考える力」は、いわゆる学問的知識・スキルのようには顕在

化しにくいが、その発揮した結果は行動や成果に結びつきやすく、その結果は顕在化することがで

きる力として本稿でも分類(第 章第 節･表 参照のこと）している力である。この力を、単な3 2 3-3
る将来の可能性として、現時点では顕在化しない「潜在能力」としてとらえるのではなく、現時点

で明らかに身につけている「実力」として獲得していること─教養の「実力化」─が求められてい

。 、 、 、 「 」るのである そして このことは 産業界が そもそも大学の本来機能の 大要素でもある 教養1
「 」 、 、 。教育の 実体化 を 大学に対して従来になく強く求め 期待しているということを意味している

、 、 、 、 、以上 大学教育の意義を 近年強く認め始めた産業界は 大学に対し やはり従来にない強さで

「自ら考える力 ・ 教養」の育成─教養教育の実体化を求めているという点が、明らかとなった。」「

上記に加えて、産業界が、大学の教育・人材育成機能をどのように見てきたのかという視点の変

遷への分析も加えた。これは、第 の分析枠組みは、( )大学(学士課程)教育の必要性についての分3 3
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析にあたる。その結果、エリート化時代には一定の水準を保っていた大学教育への期待は、専門教

育を中心に高かったが、大衆化によって一時期低迷し、その後上記のような時代変化のなか、再び

上昇したことが指摘できた。また、現在の期待は、( )の時期とは異なって、専門知識スキル教育以1
外の「教養」に対して、かつてない、高まりが見られるのである。日本の産業界は、大学の専門教

育を重視したり、大学教育自体に期待してこなかった時期も過去にはあったが、現在は、大学教育

の存在意義を、従来以上に強く認めているということが明らかとなった。

ところで、本研究の主な先行研究である、李永愛および広瀬隆雄による経済団体教育提言分析研

究においても、当時の産業界をめぐる「国際的社会変化 「経済・産業状況」と提言内容との関連」

は明らかとされている。しかし、いずれも 年代半ばまでのごく一部の資料を取りあげ、ごく一1980
部の期間を分析したに過ぎなかった。

このような主要先行研究に対して、本研究の独自の知見として挙げられるのは、主に以下の 点3
である。

すなわち第 点目に指摘できるのは、本研究では、先行研究と対比して、資料の収集が詳細であ1
り、その分析対象期間も長い点である。すなわち本研究では、戦後の教育提言を悉皆的に収集し、

その範囲も 年代から 年までの 年間にわたって設定している。これらの網羅的資料分析1950 2005 55
から、産業界の教育言説が戦後を通して大きく変化していったことが、実証的に明らかとなった。

とくに、本節前段で詳察したとおり、産業界をめぐる環境要因─とくに「国際的社会変化 「企業」、

」、「 」 。をめぐる経済・産業状況変化 大学教育状況変化 の影響を強く受けて変化したことが分かった

第 に、第Ⅱ期において明らかとなったように、企業内教育を中心とした日本型人材育成システ2
ムが充実(工業化時代型の人材育成システムが確立)したのは 年代であり、しかもそれは、企業1970
が積極的に拡充したというよりも、当時の大衆化に迅速に対応しきれなかった大学の教育システム

。 、の不足による学力低下を補うために不承不承強化されていたものであったという点である つまり

1日本の産業社会における日本型人材育成システムの拡充は 大学の大衆化への企業側の適応手段の、

つであって、本来的な学力育成の担い手は、大学であると考えていたのである。

第 の独自の知見は、本研究で、戦後 年代から 年までの提言要求変化を追い、今日か3 1950 2005
ら過去を改めて俯瞰したことによって、 年代がその要求内容の大きな 転換点であったことが1980
分かったという点である。創造性の重視、個性の多様化や個の尊重、自発的知的拡張性等の教養に

関する産業界提言における新たな主張などは、 年代後半以降現在の産業界提言において頻繁に1990
強く求められている各種の力─知識基盤社会において個人に必要となる各種の力─であるが、これ

らは、グローバル化が本格化した 年代後半以降に急に求められたのではなく、それらを求める1990
動きは、その 年以上も前の 年頃から明確に見え始め、以降少しずつ変化しながら見られた15 1980
という点が明らかとなった。

加えて、本研究によって、 年現在までの提言を分析したことから、脱工業化、知識基盤社会2005
への変化にともなう要求変化も明確となった。すなわち、先行研究が扱った 年代後半以降の要1980
求、とくに現在にいたる産業界要求の本質を明確化することができた。
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